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説

日本経済の政策課題と国民所得

バランス

ーー経済の構造変化と国民所得統計一一

土 居 英 二

は じ―め に

本稿の分析の目的は,「貿易摩擦解消」「財政再建J「労働時間短縮Jといっ

た,錯綜する今日の日本社会の基本的な諸1問題が,経済循環=1国民所得の再生

産構造を考れぞれの経済1的領域で担う日本社会の社会階級・階層に,そしてま

た日本の経済政策にどのような課題と1問題を提起しているのか,について解明

することである。

1章では本稿の分析目的に即して国民所得勘定 (国民所得バランス)の理論

構造を貿易構造(貿易バランス),財政収支構造 (財政バランス)と 1関連づけて

検討する。2章では F貿易摩擦解消J「財政再建」等の課題が1章のバランス

式にどのような問題を提起することになるのか,現実の数字をあて‐はめながら

検討する。 3章で|はバランス式上で提起された問題が,経済政策と経済主体=
社会1階級・1階層にどんな課題を投げかけるのか,整理する。以下,順に考察し

てみよう。

1.国民所得勘定の理論構造と貿易バランス・財政バランス

(1)

国連によって提起された現行の新SNA方式の国民所得統計は,基本表とし
ての国内総生産=国内総支出勘定に代表されるが(第 1表),こ れは次のバラン

ス式で示される。

国内総生産Y=雇用者所得W十営業余剰P+固定資本減1耗D
+(間接税―補助金)T+統計上の不突合d……・・̀……(1)

・                       (22の 1
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第 1表 1国内総生産と総支出勘定

(単位 :10億円)

(資料)経済企1画庁『国民経済計算年報』
= 国内総支出E=民間最終消費支出C+政府最終消費支出G

十国内総1固定資本形成 I+在庫品増加 i
十財貨サービスの輸出E―財貨サ∵ビスの輸入M,・・…121

国内総生産Y=国内総支出E……………………………1・………………。(3)
本稿で行う分析の必要上,は じめに項目と定義の二点の変更を行う。
第一。121式右辺の国内総支出Eの国内総固定資本形成 Iと在庫品増加 iは ,
民間と政府の両者の投資・在庫増加によって構成されている。いま,民間の 1
と iをあわせて「民間投資 IJと し,残る政府部1門の投資および在庫を,政府
消費支出のGとあわせて「政府支出GJとあらためて定義し直す。
第二。(1)式の純間接税 (FHl接税―補助金)Tを 1311式上で左辺から右辺に移項
する。したがって(3)式左辺の国内総生産Vは:生産者価格に補助金を差し引い

2、 C219)
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た純間接税分を加えてその分だけ価格を上積みした市場価格の国内総生産から

「生産者価格表示の国内総生産V」 に変更される。
この二点の定義変更を加えた(⇒～(3)式の国民所得勘定を記号表現を簡略化し

ながら一つのバラシス式にまとめると,                 I
Y=民間消費C十民間投資 I+財政赤字 (政府支出G二間接税T)
+貿易黒字 (輸出E一輸入M)・・……………………………………・に)

となる。このは)式は,Tの定義と左辺の表現の違いはあるが,置塩信雄氏が類 |

似の式な提起したことがある
1)。 国民所得の場模は,需要サイドからみれば右 |

辺の4項目すなわち,①民間消費9,②民間投資 I,◎財政赤字 (政府支出G:
一間接税T)④貿易黒字 (輸出E二輸入M)から構成されており,一面ではこ
れらの要因が右辺の所得の規模Yを規定する関係を持う。

(2)
さて,こ のに)式,特に右辺の貿易黒字 (輸出E―輸入M)はどういぅ根拠か
ら導かれるのだろうか。

ぃま,国内のすべての財貨・サービスの生産総額=産出額をXとするとその
費用構成は次の式で示される。

X=国内原材料 Ui十外国原材料UO十付加価値 (国内所得)Y
+純間接税T……………………………………・:。……………………(5)

また,生産されたXの販路構成は
X=1国内原材料 Ui十最終需要国内産品 〔国内民間消費支出Ci

+国内投資Ii+政府支出G瑚 +輸‐出E"…………………`… `..……(6)
(5)0)式より,         |
Ui+Uo+YttT=Ui+Cittli+Gi+E   .

となり,両辺から国内原材料 Uiを消去して整理すれば,
Y〒 (Cittli+GiD_TttE一 Uo 。・・・・・・|.… 。.¨ ..… "̈¨…・・¨…… … … … :・・(7)
こ こで ,

国内最終需要(C+I+G)=国 内産品(Ci+Ii+GiD
十外国産品(CO+「0+Go)

だから,

(9ナ IittGiD=(9+1+の一(CO+10+Go)
となり,この(8)式を

“

)式に代入すれば,

(218) 3
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〔補注 1:第 2表各欄の項目の算出方法について〕
上述の(2)式,X=国内原材料u十外国原材料UO+付加価値Y……(2),の右辺のうち,ま ず国内
原材料Ui+外国原材料UOの合計値=中間原材料 (U)の総額は,現行国民所得統計 (経済企画庁
『国民経済計算年報』の第1部フロー紅 3〕付表2.経済活動別の国内総生産および要素所得)によ
って数字を得ることができる(第 2表③+⑦欄)。
この中間原材料 (U)の内訳である外国原材料UOについては,大蔵省『外国貿易概況』の「商
品特殊分類 (用途別)別輸出入額」の一項目である「工業用原燃料」の数字を援用すれば,近 い
数字をつかむことは可能である(第 2表⑦欄)。 したがって,国内原材料Uiも その差額 (U―UO=
Ui)から求めることができる (第 2表⑥欄)。
さらに,大蔵省『外国貿易概況』の「商品特殊分類 (用途別)層J輸出入額」は,外国から輸入さ
れる消費財0,投資財10,の おおよその額もわかるから (第 2表①欄,②欄),国民所得統計の民
間消費支出Cか らCOを差し引いて,国内で生産される消費財Ciも判別する。投資購 についても同
様である。外国から政府部門が購入する財HGoはぃま,ないものと考える。
これらの方法t・・ ①中間原材料と付加価値=国民所得の区分,②中間原材料と最終財のそれぞれ
について,国内産品と外国産品の区分,の数字の概要をまとめたものが,第 2表である。
〔補注2:第 2表の読み取り〕
まず,④欄の輸入合計Mの うちわけであるが,消費財 COは輸入総額の15%台から一貫して増加
傾向にあり,1985年 は18%と ポイントを高めている。投資財 10も , 6%台から8。 9%と輸入に占め
る比重を増加させている。それにたいして中間原材料UOは,1980年の7■ 1%か ら1985年の69.9%
と比重を低下させている。消費財CO,投資財IOの増加とは逆の傾向を示している。
第2表の⑤欄の国内産出額Xの費用構成 (③～③欄)を見てみよう。中間原材料U全体 (⑤十⑦
欄)は,全体の55%前後であるが,Xに占める国内原材料 Uiの比重は51%前後で,Xの伸びとは

4 (217)

第 2表 国民所得の構造と

暦年

大蔵省「外国貿易概滉」
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内
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④輸入合計Mの構成比(%) ⑤国内産

1980

1981

1982

1983

1984

1985

15。 2

15。 9

16.0

17.0

17.4

18.0

6.5

6.8

6.5

7.8

8.3

8.9

77.1

74.7

75。 3

73。 1

71.6

69。 9

100.0

100.0
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100.0
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50。 9
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経 済 企 画 庁「国 民 ife済 計 算 年 報」
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154.6
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179.7

46.2

49。 6

50.6

51.2

52.7

57.7

35。 7

41.8

44.5

43.5

出額Xの費用構成(%) ⑤国内産出額Xの販路構成(%)

ぼ軌を一にしており,変化はない。これにたいして⑦欄の外国原材料 UOは減少傾向を示 してい
る。上にみた輸入Mに占める割合の低下傾向と同様である。
国内産出額Xの販路構成 (⑨～⑬欄)に進もう。◎欄は国内で生産された財貨・サービスXのほ
ぼ半分が国内中間原材料Uiと して用いられていることを意味し,その比重は51%前後と変わらな
い。民間消費Ciは25～26%で あるが,少しずつ増加傾向にある。民間投資財としての利用は9%で
ある。政府支出Giは この間の財政規模の伸びの低下を反映して減少傾向にある。逆に輸出Eは 1980
年の6.6%か ら1985年の7.6%と 増加傾向を示している。
〔補注3:第 3表=製造業の分析〕
以上,国民所得の構造と貿易構造との関連をみてきたが,その場合,数値の対比・構成比はいず

繰よ曇量塁台昏着澄慮畠蓬碁ぶ昇寒戸壼璽雰董甚だIr[乞亀鬼2ザスタ
。草易構造を最も関連の

第3表は第2表のXを,製造業産出額に限定し直してその費用構造をみたものである。第3表で ,

も,製造業の国内中間原材料 Uiは ,60%台から62%台の比重を占めているが,日だった増減傾向
はない。それにたいして外国原材料 UOは ,原油価格の上下の影響は受けつつも減少傾向が読み取
れる。付加価値=製造業で生産される国民所得Yは増加傾向である。上述の傾向は,製造業に限定
した場合でも変わらない。この日本経済の生産構造における外国中間原材料UOの減少傾向の理由としては,①円レートの
lif]!:里野墓8[][:!'Tキヒ∫:募ξ:rit貫』i看ま人1:9尊 :':ち獣]鬱鐵 l菫メ:じ亀2丁夕自農勝8:暑量
受言湯易響介唇童轟買詈亀t見自選出菖繰あ畷電υ覆雀LЧ雲援し11:管 ,」21協福高冒雅鼈tているかに見える。
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第 3表 国民所得の構造と貿易構造の関連 (製造業)

(資料)経済企画庁「国民経済計算年報J,大蔵省「外国貿易概況」
より算出

Y=(C+IttG)一 T+E― (Uo十 CO+IOttGo)・ “…………………・∴・・……19)
ここで,(UO+CO+IO+Go)は外国から輸入されるすべての財貨・サービス
であるから,これを輸入Mとおけば,(9)式は

Y=CttI+(G― T)+(E一M)“・:・・…・●|∴。……:..……………………。・「・…14)

となり,に)式が導かれる。

すなわち,現行国民所得統計の基本表としての国内総生産=国内総支出勘定
は,単に付加価値の生産=国民総生産とそれと惇等関係にある国民総支出〒最

終需要の記録だけでなく,その背後に,①(5)式にみられるような,中間原材料
の存在,②竹の中間原材料と最終財の,それぞれ国内産品と外国産品の区分,
など国民所得の生産・支出構造と貿易構造の関連を暗示的に有しているのであ

る。第2表はこの①②を国民所得統計と貿易統計を組み合わせて明示的に示そ

うとしたものである。

以下では「貿易摩擦解消」「財政再建」等の課題が上述の国民所得バラシスに

6 〈215)

(単位:10兆円:%)
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74.5
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94.2

1980    1     100.0  1      62.0

1981    1    100.0  1     61.2

1982    1     100。 0  1     60.6

1983    1     100.0  1      61.2

1984    1     100.0  1     60.4

1985    1     100.0  1      62.2
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どのような問題を提起することになるのか,現実の数字をあてはめながら検討
しよう。

2。 「貿易摩擦解消JF財政再建」の課題と国民所得の構造

(1)

「貿易摩擦の解消Jの課題を実現するための政策目的は国民所得統計ベース
でいえば,前章ほ)式
国内総生産Y=民間消費C+民間投資二十財政赤字(G― T)

+貿易黒字(輸出E―輸入M)・…………………1・………餡)
の四番目の項目である貿易黒字 (輸出E一輸入M)をゼロにすることを意味し
ている。政策が国民所得のバランス式に求めているこの点をいま少し掘り下げ

てみよう。

第一。貿易黒字は輸出Eと輸入Mの収支差だから,その解消とは輸出Eと輸
入立の両者をバランスさせ同額にする,ということを意味する。政策は同時
に,輸出Eには抑制的に,輸入Mについては促進的となろう。
第二。この場合,政策目的から規定される輸入Mの増加要請と,国民所得の
再生産の客観的過程とはどう対応するのだろうか, という点が問題となる。

前章(9)式でみたとおり,輸入Mは次の内容から構成されている。
輸入M=最終財 (民間消費財 CO+民間投資財 10+政府支出財 Go)
+中間財(UO)……………………………………………………tOl`

輸入Mの増加とは,この右辺の四つのいずれかの項目を増加させることにな
る。政策は経済の客観的過程にどこまで関与できるのだろうか。あるいはでき
ないのだろうか。この問題をさらに立ち入って考察しよう。

第一。輸入中間財 (U。)は,原油等の資源の市場価格の時々の短期的変動を
考慮外におけば,一般的には国民経済の産出Xの構造 (商品構成,技術構造)
に規定される従属変数であると考えてよい。しかもその動向は,第 2表のよう
に,産出額Xの伸びに比して低下傾向にある。
理由として,①産出Xの商品構造が,中間財 (UO)輸入を主導する第二次産
業の比重が低下し,国内中間原材料(Ui)に多くを依存する第二次産業の比重が
高まってきている (F経済のサ‐ビス化Jの一面),②中間財 (U6)輸入を主導
する第二次産業自体で省資源化・省コス ト化が進行している (国民経済の産出

Xの技術構造の変化),③第二次産業の生産工程=工場そのものの海外進出(産

(214) 7
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業の空洞化),な どの諸要因が作用しているとみられる。中間財輸入(UO)は国

民経済の再生産構造に規定され,人為的に促進するの.は難しい。

第二。最終財 (民間消費財 CO+民間投資財 10+政府支出財 Go)輸入は,一
般に中間財よりも可変的であるが,以下にみるようなそれぞれに固有の障害を

もっている。

①民FED投資財(10)輸入は,主 として技術水準 。生産力構造に規定されて可変

的とはいえない。大企業で生産される企業設備機械などの重化学工業製品は,

なしろ日本の競争力が高い分野であり,一部の商品を除いて輸入市場の開放も

比較的進んでいる領域である。この領域ではむしろ「輸出摩擦」が大きな―問題

となっている。

②民間消費財 (CO)輸入は,逆に近代的大工業ではなく,主として農業や申
小零細経営に支えられている分野であり,競争力が弱く関税障壁に守られてき
た領域である。輸入に関する国際的な批難もこの分野に多くが集まっている。

しかしこの分野は日本経済の二重構造の底辺を支える膨大な申小零細企業・農

林水産業に従事している階級・階層に支えられており,その生業と生活の崩壊

につながりかねない。先の民間投資財(I。)輸入は生産力構造が障害となってい

るのにたいし,民間消費財 (CO)輸入はこれに従事する階層の「生活Jが障害

となる。

③輸入政府財 (Go)は最も政策に近い分野であり人為1的な増加は行いやすい

ものの,大幅な増加策に限度もある。理由は,政府支出(G)自体が,主 として

政府のサービス生産額に対応するサービス消費額 (公務員賃金で擬制計算す

る),公共事業投資 (用地費な′どは除く)な ど政府部門の投資,な どから構成さ

れているため,外国輸入財を購入できる範囲がもともと限定されているためで

ある。軍事費の増加による外国からの武器購入への内外の圧力はこの意味から

も強まるだろう。この誘因とそれにたいする「軍事大国」への内外の危惧・国

民の憲法意識の対抗関係は高まるだろう。「内外政治Jと 国民の憲法意識がこ

の分野での無制限な輸入増加の歯止めとなる。

(2)

「財政再建Jの課題が国民政得バランスに課する問題をみよう。先のは)式を

再び掲げる。

国内総生産Y=民間消費 C十民間投資 I+財政赤字(G― T)
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+貿易黒字(輸出E―輸入M)。…………………………・。(4)

は)式で表現される財政赤字(G― T)項 目は,政府支出Gと 純1間接税 Tと の差
額であり,いわゆる一般会計の赤字ではない。その異同は,第一に政府支出G
には中央政府の一般会計支出だけでなく,地方公共団体の一般会計支出なども
ふくまれる。第二にそのGは,財貨・サービスの購入にそくして把握されてお

り,中央政府の一般会計支出や地方公共団体の一般会計支出のうち,財貨・サ
ービスの購入にあてられた額に限定される。第二に他方で収入も財貨・サービ

スの生産にそくして把握されており,生産される商品の価格形成に直接の関連
をもつ純間接税Tに 1限定されている。直接税は所得の分配・再分配過程の概念
とされている。

しかし,大型間接税の導入など,「財政再建」策としてあげられている政策
が,国民所得バランスに与える影響をみるかぎりでは,(4)式を用いることがで
きる。次章で「貿易摩擦解消策」とともには)式を数値で実際に検討 してみ よ

う。

3。 「財政再建」「貿易摩擦解消」と所得分配

(1)            .

に)式を数値で検討する資料として,国民所得統計の原データである経済企画
庁『国民経済計算年報』の1985年の数値 (名 目値・暦年)を用いる。記号のあ
との括弧の中の数字単位は10兆円である。

Y(294.9)=C(I弘 .の +I(68.2)+〔 G(52.7〕 一 T(21.3〕 )

+〔 E(46.3)一 M(35.5)〕 ・・………・…………………………llll

このllll式を基準に,「財政再建」「貿易摩擦解消」を1986年から1990年の5年

間で実現するとしよう。他に次のようないくつかの仮定をおく。

①GDP(国 内総生産)成長率を3%とする。換言すれば有効需要拡大のテ
ンポを3%とする。
②輸出の伸び率は3%と し, 5年間の計画で輸入Mの水準を輸出Eと同額に
して,貿易黒字を解消する。
③政府支出Gの伸び率は0と し,間接税Tの増加により, 5年間の計画で単
年度財政の赤字を0にする。

このような仮定を置いた場合,5年後の国民所得の構造はどのようなもので
あろうか。
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仮定①より

GDP=〔 Y(294。 9)+T(21.3)〕 X(1+0.03)5=366.6… ………………働
また,仮定③よりTは12,0兆円増加してT(33.3)だ から,
Y=GDP(366.6)一 T(33.3)=333.3・…………………………………・・m
さらに仮定③より,

E=E(46.3)X(1+0.03)6=53.7… ………………………………………m
∴M tt E=M(53。 7)……………………………………………………1・・……u励

以上から, 5年後の国民所得バランスは,

Y(333.3)=C(184.4+a)十 1(68.2+b)+〔 G(52.7)一 T(33i3)〕

+〔 E(53.7)一 M(53.7)〕………………………………………a61

a+b=61.3・ ………・・……………""“・・・・………"・・・・・̈・・・・"……"・“・・̈・…0つ

となる。各式から導かれる中間の結論をいくつか整理する。

①輸入Mの増大は回l151式 より,M(53。 7)一 M(35.5)=18,2兆円。基準年の約

1.5倍 となる。年平均増加率は約8,7%である。

②純間接税Tは T(33.3)一 T(21.3)=12.0兆円。基準年の約1.56倍 となる。

年平均増加率は, 9。 4%である。国内所得Yにたいする純間接税率は,基準年
の1985年の

T(21.3)÷ Y(294.9)=7.2(%)∴ T(33.3)÷ Y(333.3)=10.0(9`)

となる。課税が付加価値額に比例するとすれば,GDPの 3%成長による自然
増収分が,

T(21.3)× 〔{333.3)÷ Y(294.9)}-1〕 =2.8兆円

であり,したがって増税分は12.0兆円-2.8兆円=9。 2兆円となる。

③要求される内需拡大の規模はC71式 より,61.3兆円となる。

次節では,要求されるこの61.3兆円の内需拡大の規模と内容について,国民
所得の再生産構造と貿易構造との関連の角度からいま少したちいって考察して

みよう。

(2)

前節の中間結論①では,輸入Mは,M(35,5)か らM(53.7)へ と18.2兆円の増
加であった。この急増する輸入Mと 国内の生産構造や最終需要との関連をつか

むために,その中身を 1章と2章の考察をもとに検討しよう。

まず輸入中間原材料M(UO)の 規模を推定しよう。UOは 2章で述べたように,
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産出額Xに規定られていると考えるb ― ,
第 1表の③欄をみれば,⑤欄の国内産出額Xにたいする付加価値=国内所得

Yの比率は,原油価格の低下と円高の始まった1985年を除き,1980年から1984

年の5年間にはぼ1.5ポ イント上昇している。1986年から1990年の間も同様と

考えれば,19“年の

“

。1%か ら1.5ポイント上昇してぅその比率は約47.6%と

なり,産出額Xを推定すれば,
Y=X(682.8)XO.476=Y(325.0)

X=X(682.8)X{Y(325.0)÷ Y(314.7)}=X(705・ 1)

となる。また,輸入中間原材料 (UO)の Xにたいする比率は,第 2表の⑦欄か

ら,1984●を基準に3,7%から5年間爛 .3ポイント低下するとすれば,

Uo=X(705.1)× ①.037-0.003)=24,0…………………………………侵9

となる。前章でみたように,輸入中間原材料の比率が低下しているので,経済

成長率は3%であうが,実額での増加は少ない。

輸入中間原材料 (U。)が,u9式のようにZ兆円であるとすると,最終輸入財

(CO+IOttGo)|ま

(COttIOttGb)=M(53.7)一 Uo(24.0)〒 29.7・………1・・………………・
。は9

となる。第 2表①②欄では,1985年の CCOttIOttGo)=7.0兆円だから,CO式の

結論と比較すれば,その増加額は,29.7-7.0=22.7兆円となる。現行の 3倍

の規模の輸入最終財 (CO+10+Go)の増加が要求されるわけである。輸入政府

支出財 (Go)を 0と仮定しているので,19式の輸入最終財は,
¨
 (COtt10)=29.7・ "“・・・・・“̈ ・̈・"・・・・・・・̈・"・・・・・・・・""・・"・・・・1・“・̈・・・・"¨・・・・・90

となる。

またC71式は,「財政再建」と「貿易摩擦解消」のために必要とされる内需拡

大の規模 (C tt I)が 61.3兆円であることを意味しているから,l171式と001式か

ら,要求される「内需拡大」を他方で支える国内生産額は

(Ci+Ii)=(C+I)― (CO+10)=61.3-29,7=31.6… ………………1・・…砲D

となる。

以上,本節で導かれた結論をまとめると次のとおり。

〔a〕「財政再建」「貿易摩擦解消」を1986年から1990年の5年間で実現する

とし,①GDP(国 内総生産)成長率を3%とする,②輸出Eの伸び率は3%
とし,5年間の計画で輸入Mの水準を輸出Eと同額にして貿易黒字を解消す
る,③政府支出Gの伸び率は0と し,間接税Tの増加により, 5年間の計画で
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単年度財政の赤字を 0にする,という条件を置いた場合,国民所得 バ ラ ン ス

は,l161帥式とな り,求められる「内需拡大」の規模は61.3兆 円となる。
Y(333.め =C(184.4+a)十 1(68.2+b)+〔 G(52.7)一 T(33.3)〕

+〔 E(53.7)一 M(53.7)〕 ……………………………………l161

a+b=61.3・ …………………………………・・:・・・…………………………位η

この61.3兆円の意味は,1985年のC(184.4)十 1(68.2)=252.6兆 円の24%増で

あり,増加率はGDP成長率 3%を上回る,年率 4。 4%である。また国内総生
産 (GDP=Y tt T)に占める (C+I)の構成比は,1985年の79・

"夕
らヽ,

1990年には85.6%に上昇する。

〔b〕 1990年の輸入M(5317)の うち,輸入中間原材料 (UO)は l181式 より24.0ソL

円,したがって政府支出を除けば001式より輸入最終財(CO+10)は 29.7兆円とな

る。これは「内需拡大」61.3兆円のうち,半分近い48.5%にあたる29.7兆 円
が,海外の最終財より供給されなければならないことを意味している。
〔C〕したがって似D式から「内需拡大」61,3兆円のうち,51.5%の 31.6兆円が

国内で供給され,19904の (Ci+Ii)が 277.2兆円になることを意味している。
これは1985年の (Ci+11)=245.6兆円 〔第2表〕にたいして年率2.5%の伸びで

ある。GDPの成長率3%を下回る数値であるが,国内生産の衰退は回避しう
るかもしれない。

(3)

これらの結論〔a〕 〔b〕 〔C〕 を一言でいえば,日本経済が内外情勢から求め

られている「安定成長J「財政再建」「貿易摩擦解消」という三つの重要経済政

策課題を同時に達成しようと思えば,

①消費・投資などの内需拡大をGNP成長率の1.5倍のテンポで進め,国民
所得のバランスにおける消費あるいは投資の構造的な比重増加を図ること。

②その約半分は,輸入によりまかなうべきであること,
が要求されている, ということである。

問題は,「財政支出」「輸出Jな どの国内生産の相対的に低い伸び率のもと

で,内需の高い伸び率を実現できるか,内需の増加分の半分が輸入でまかなえ
るか,な どに絞られてくる。

後者については,成長率3%の前提ともかかわって,内需拡大の規模とテン
ポが市場開放の打撃の程度を規定するだろう。前者については,問題はこれま
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でとは逆の国民所得バランス,すなわち財政支出や輸出の低い伸びの下で消費
や投資支出=有効需要を増加させうるかどうか,と も言い換えられるが,こ れ

は所得循環における分配局面から支出局面において,①消費・投資などの財貨
・サービスの購入に向かわずに債券投資等に向かう所得の流れ=所得循環プー

ルからの所得脱漏を防ぐこと,②賃金と利潤の分配に関して確実な消費拡大に

向かう所得の再分配政策を遂行するごと,な どの効果をもった政策を補完させ

ることが絶対条件であることを意味している。

その政策の一例として,例えば輸出摩擦と関連して内外から問題となってい

る「労働時FH5短縮」へむけての政策課題をあげることができる。現物投資から

証券投資へ向かっている現在の資金循環から,資金を時間短縮に必要な追加労

働者の雇用拡大と消費拡大に向ける,ということが,その補完政策の意味であ
る。

時間短縮の進んだフランスや西ドイツの年間労働時間 1,600時間台は日本の

社会で換算してみると,週休2日制の完全実施+夏 1カ 月のバカンス+1日 8
時間労働(残業なし)=週40時1間労働,を実現することを意味している。目下の

FH5題は,実現できる資金力をもつ比較的規模の大きい企業は既に週休 2日制な
ど実施済みのところが多く,実現が迫られている中小零細企業こそ実現する余

力がない,という点である。この背後に市場での申小下請企業等への大企業の

厳しいコスト・ダウン要請等があるとすれば,税制改革と連動した時間短縮の

ための雇用拡大補助金政策等が,大企業から中小企業への所得再分配政策とし

ての意味だけでなく,現在の日本社会が直面する国際化への真の一歩としての

意味をもちうることは,本稿で考察した国民所得バランス式が日本経済に突き
つけている冷厳な要請である。

一方では勤労階級の広汎な最終消費市場は購買力不足 (高物価・住宅難と過

度労働が象徴している)のため潜在化しており,他方で者のために輸出等でな

く消費に起動される新しい投資市場も狭あい化している,という現実を考えれ

ば, 日本社会を構成する社会階級・階層間の所得分配のありようの構造的変革

こそ「財政再建」 F貿易摩擦解消」など錯綜する諸課題にたいして導出される

一つの結論ではなかろうか。

おわりにかえて

ケネーは『経済表』において,18世紀のフランス社会を構成する3大社会階
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級の間の国民所得の循環構造を解明し,所得と富の源泉だけでなく,課税原貝J

・政策基準・貿易原理・諸階層の所得支出行動等のさまざまな実践的指針をそ

こから導きだそうとした。ケネーの再生産論の学説史上の高い評価はここで繰

り返すまでもないが,再生産と政策原理との交流関係を考察しようとする方法

は,内容の時代性を超えて新鮮さを保っている。本稿では国民所得論と階級論

の関係もまだ充分明示的とはいえない。機会をあらためて検討したい。
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